
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

2020  年度 事 業 報 告 書

盤
=出
鼈」涸堕型、__2壁塑望上田國適饉生_

1 事業の成果

第11期の2020年度は、新たな活動の検討準備を行い、同時に米国側パー トナーのCCEAと の調整交渉を開

始した。

しかし年初からコロナウィルス感染問題もあり、米国側との交渉も進展せず、結局は目立った活動がで

きなかった 1年であった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 27 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【    】千円)

疋駅 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

支盃
対象者
人数

事業費
(千円)

プロジェ

ク ト評価知

識専門研究

促進事業

米国政府のプロジェク

ト評価知識体系の理解

を図るため、米国の適用

状況の調査、専門家との

交流をネットにより行

った。

な し 米国 1人

コスト評

価に関係

する者不

特定多数

0人 0円

プロジェ

クト評価知

識普及促進

事業

プロジェクト評価知識

体系に関する普及促進

のため、ホームページの

開設、知識の公開を行っ

た。

な し
オンライ

ン上
1人
不特定多

数

不特定多
数

27千円

疋訳 に記取
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 13号 (法第 28条関係 )

2020年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上登場合)
特定非営利活動法人プロジェクト

単位 :円
令  輌 小 計 。合 計

80,000

受取利息
経 常 収 益 計

(可丁 砕費
給料手当
役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

０

０

０

０

０

1,500,000(2)その覆]誦覇F
会議費
旅費交通費
翻訳外注費費
事務用品代
印刷製本費

1.500.0(

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
事務用品代
会議費
旅費交通費
減価償却費
支払手数料
雑費

0

0

75,000
300,000
1,500

6,000
0

0

6,000
0

1

2

役員報酬

給料手当
退職給付費用

1,888,50(

2

当  期 :常 増 減 額 A

過年度損益修正益

災害損失

当 期 :常 外 増 滅 : C
41.b〔当 期 正 :床 。③減 額 ① +②
0

-746.325
-705.1)一④ +⑤

臣 l

賛助会員受取会費

受取寄附金

施設等受入評価益

3

事業収益
事業収益

T■ 0
U卜'4

L-1



書式第 15号 (法第 28条関係 )

2020年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

プロ エ

小 計 ・ 含 計

現金預金

未収金

棚卸資産

19,743
0
0

車両運搬具

什器備品

2
ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 19,

|】  `日l(■

ｎ
ｖ

０́

ｎ
ｖ

ｒ
Э

７
１

Ａ
Ｖ

未払金
短期借入金

ｒ
ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ
□

１
　
　
　
　
　
　
　
斎 766_568 766_1

長期借入金
退職給付引当金

Ｆ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｉ
Ｌ
定固

2

766.|

l】   :IE ロロミ | ]尋F  a 「』||

(

目ι【凝 :夕劇 目ι【凝 :琳

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 19,



16

重要な会計方針
計算書類の作成は、改正前のNPO法の会計基準 によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
対象がありません

(2)固定資産の減価償却の方法
対象がありません

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金 対象がありません

引当金 対象がありません

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
対象がありません

(5)消費税等の会計処理
非課税事業者

2.事 業別損益の状況

2020 年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活 人プロジェク卜評価分析機構

肛 歯 ′口 准 「童 :理 事業部門計 管理部門 合計科 目
知識普及事業 事業 事業

ｎ

Ｖ

ｎ

〉

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ
ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

ｎ

ｖ
ｎ

ｖ

ｎ

ｖ

27.280
ｎ

ｖ 27,280 27,280ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

27,280
-27,280

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
通信運搬費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

金 額 算定方法内容

該当な し

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳

|



当期減少額 期末残高 備 考内容 期首残高

該当なし

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法   特記なし

7

|

8

取 得 減少 減価償却累計額 期末帳簿価額科 日

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

当期返済 期末残高科
「
コ 期首残高 当期借入

46.56846,6568 ｎ

Ｖ
ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ 46.568466,568合計

科 目

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

(活動計算書)

活動計算書計
(貸借対照表)

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況  特記なし



書式第 17号 (法第 28条関係)

2020年度 財産目録
事 業 報 告 用

プロジェ ト

未収金

棚卸資産

現金預金
手元現金
りそな銀行普通預金
PAYPAL

1,718
12,775
5,250

19.7`産 合 計  ・ ・ ・ (1)
更夏西

こ1)有形固定資産
車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

0¬ 顧 ロコ ,「
~

ソフトウェア
オペレーションシステム

文書●彙ソフト

借地権

長期貸付金

0百麗否研
~丁
丁Tの

19,743【A】 資 産 合 計 ①+②

】 負 債 の 都

375,0100

391,568

未払金

輛‖ 766.568 766.568僣 合 計  ・ ・ 。③
更百硬

長期借入金

退職;給7子弓TI当IZ巨
‐~ 1-―

2

'百百 否 再
~~三~「
Tの

~

」
【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 766.568

-746.325【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B… 1】

単位 :円



書式第 18号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告 用

2020年度年間役員名簿 J泄驚糖曽ぢ記扁蹴[!ξ鮒鋼羅稲翻麗爆
所並

1位i聾壁 !凶二!塑型 !型!■.ユ:二1型:ヨ1皿創i艶1堕L__

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)
住 所 又 は 居 所

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記入)
氏   名

o監 事
ツルホセイシロウ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日鶴保 征城

2 〇 監事

マツモ トタカアキ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年 月

月

日

日年松本 隆明

3
⌒

選ヽ多
'監
事

=yr ry 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年  月  日西  健

4
⌒

Ч塞ノ。監事
イワブチヤスアキ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年 月

月

日

日年岩渕 泰晶

5
⌒

理事 Ψ

ヤダチカシ 2020年 4月 1日

2021年 3月 31日

年  月  日

年 月 日矢田 近

6 理事 。監事
年

年

月 日

日月

年 月

月

日

日年

７

１ 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年  月  日

０
０ 理事 。監事

年  月 日

日年 月

年 月

月

日

日年

9 理事・監事
年  月  日

年 月 日

年

年

月

月

日

日

10 理事・監事
年  月  日

年 月 日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人塾唖≧立」劃匡逝堂生____

氏   名 住 所 又 は 居 所

鶴保 征城

2
西   健

3 松本 隆明

4 矢田 近

5
藤江 健介

6 岩渕 泰晶

7 奥本 哲也

□
梶山 昌之

9 若林 直明

10 菅 信義

11

12


